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JBCE（在欧日系ビジネス協議会）とは？

• ロビー活動を行うための団体。在欧子会社から電機電子産
業を中心に全産業から６０余社が参加。

• 欧州のステークホルダー。例えば、政府は欧州委員会。
• 欧米産業界ほどの背景がないことに配慮して、ロビー活動の

やり方は直接規制当局とやりとりするのではなく産業界のア
ライアンスが前提。

• Win-Winの状況作り。「正直さ」を含め、規制当局との「貸し
借り」を意識。「売れるもの」がないときのロビー活動の難しさ。

• 政府活動として警戒感を与えないためん経済産業省の活動
との切り離し。マルチステークホルダープロセスで、意思決定
の先取りができるという意味では、新しい政策ツールと言え
るものかも。（一方、経済産業省内で幹部活動にならないた
めの活動の浸透の難しさも）

• 日本の業界団体とも連携、欧州での活動をサポート。
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ポジションペーパー、
広報活動の例
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REACH概要
• 大きく分けて二つの義務。「製品輸入者」、「川下ユーザー」にとっ

ては届出、情報提供の方の義務が重い。←化学メーカーに委任で
きない。欧州規制当局も関心低い。

• The Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of 
Chemicals → 域内での作業

– Registration（登録）： 産業界の作業 “No Data, No Market”
既存物質も登録要

– Evaluation（評価）： 欧州化学品庁の作業

– Authorization（認可）： 産業界要望可、高懸念物質（SVHC：
CMR、PBT等）リストから順次手続進む。

– Restriction（制限）： 加盟国の権限、産業界の手続参加はなし。

• Notification（届出）： SVHCについて。主に域外から。

• Information Sharing（情報提供）： 域内外ともに。SVHCについ

ての消費者に対する情報提供。



6

• 「煮え切らない」規制

– どう法律が執行されるのか不明

• 成型品の分母の議論

• 取り締まり（られ）方

– 現実離れした「野心的すぎる」法内容。特に情報開示
責任

– ITインフラ等の準備不足。予備登録対応

• はじめから「100点」を取らなくても良いかも。但し、ベス

トプラクティスである必要。ロードマップも必要

– 業界団体の活用の余地。但し、日本国内だけでは全
く意味なし。

欧州製品環境規制が抱える課題：REACH
の例
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例えば、大型機器対応

• 例外ではない！

• サプライチェーン調査・対応が難しい。日欧間での業界間連携（ベ
ストプラクティス、ロードマップ）により「赤信号をみなで渡る工夫が
必要」

• 動きのある業界

– 船舶 （欧州造船業協会）

– 鉄道車両

– 飛行機 等
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産業界によくある反応

• 「このような根拠を欠く規制はおかしい」

• 「欧州の業界団体と連絡を取っているから大
丈夫」、「日本の業界団体に情報収集を任せ
てある」

• 「自社の製品がどのように扱われることにな
るのか制度の詳細を規制当局に確認したい」、
「ガイドラインのようなものは作られないのか」

• 「コンプライアンスの観点から可能な手段をす
べて尽くす」
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欧州製品環境規制のインパクト

①製品環境規制は、実はグローバルサプライチェーン規制であること

– 単に欧州市場の問題ではない。製品の設計、部品の調達にも関わる話し。

– コスト構造、サプライチェーン構造にも影響

②国際規制の先駆的役割を果たしていること、アジア市場の規制導入傾向を見
る上でも鍵

– 中国をはじめとする各国でも類似規制の導入傾向。

– 欧州委員会、加盟国の規制調和に向けた「国際協力」。例：RoHS施行に向
け通関での協力。EuPと各国省エネ政策の調和提案。

– サプライチェーン管理システムの雛形。REACH、EuP、ROHS、ELV対応で
必要となる。

③上記に加え、

－企業ブランドへの影響（企業競争も起こる）

④特殊な規制環境と企業競争

→ リスク分析を踏まえた各社独自の判断の必要性等から経営層の関与が必
須
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欧州規制の背景にある意志決定メカ
ニズム、「規制文化」の特殊性

①権力構造の複雑さ

②手続きのややこしさ

③環境規制分野でのＥＵ条約（加盟国と欧州委
員会の関係。誰が制度の設計に主たる責任
を負うか）の複雑さ

④「規制文化」の特異性」
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①欧州の権力構造の複雑さ
• 三つ巴の権力構造 産業界にとっては 欧州委員会＞理事会＞議会

– 欧州委員会（欧州政府）
• 日本の行政府のように各省が存在。環境総局、企業総局等担当部局によって利害関心が異

なる。法律の起草権限を持つ。
• 最近は欧州議会のプレゼンス上昇、欧州統合・構造改革への抵抗（理事会など）から影響力

低下。
• 一方、REACHについてはRegulationである点に注意。一方、ガイドラインについては法的拘

束力なし。
– 理事会（各国政府）＝REACHの場合はCA（Competent Authority）会議、RoHSの場合はTAC

• 各国の利益を代表。また、北欧は環境保護関心の高い勢力。
• ROHSの場合各国の利益を代表。また、北欧は「欧州議会グリーンの息のかかった」勢力。意

思決定は、各国の投票権に差がある「特定多数決」は345票中255票（74%）。

– ドイツ、フランス、イタリア、英国29票。スペイン、ポーランド27。ルーマニア14。オランダ
13。ベルギー、チェコ、ギリシャ、ハンガリー、ポルトガル12。オーストリア、スウェーデン、
ブルガリア10。デンマーク、アイルランド、リトアニア、スロヴァキア、フィンランド7。キプ
ロス、エストニア、ラトヴィア、ルクセンブルグ 、スロヴェニア4。マルタ3。

• REACHの場合、コンセンサス方式を前提としているがルールが明確ではない。意思決定方
法について未だ議論。欧州委員会へ抵抗（成型品に関するガイドライン）。スウェーデン、デン
マーク等の北欧諸国。

– 欧州議会（各国から選出）
• 昔は名誉職だったが力をつけてきた。
• 党派に分かれており、各国の利益を代表しない建前。環境問題に関してはよりリベラル（環境

委員会）
• 拒否権の獲得（コミトロジー手続）による権限強化。化学物質管理に高い関心
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REACHにおける加盟国と欧州委
員会、ECHAの関係

• 権限は欧州委員会（企業総局、環境総局）か
ら欧州化学品庁（ECHA）に徐々にシフト

– ルール作りは引き続き欧州委員会。運用は
ECHA（ルール作りはできないという消極姿勢に

も繋がる）

• Regulationの体裁をとるも、詳細はCA会議

等による合議決定。加盟国の権限が強い

– 欧州化学品庁には経験なし。

– 権限を委譲したくない加盟国の意向も見える

– 法の執行：特に認可、制限は加盟国の権限
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②欧州環境規制の手続的流れの複
雑さ

※非常に長い時間がかかる

欧州委員会による政策の考え方の提案（グリ－ンペーパー）、

ステークホルダーへのコンサルテーション

↓ だいたい２年

欧州委員会による草案の提案（数種類になることも）

↓ だいたい１－２年

欧州議会、理事会に対する最終提案、共同決定手続の開始

↓ だいたい２年

採択、コミトロジー手続の開始

↓ １８ヶ月

各国での施行
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欧州環境法制の意思決定 ①共同決定手続（法案を作る手続。欧州委の提案
に基づき議会、理事会が対等の立場で審査・内容の検討を行う）
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欧州委員会

加盟国

RoHS、ELV:TAC、（類似手続
EuP：Regulatory Committee、

REACH：CA会議）

閣僚理事会
（加盟国）

欧州議会

（TAC等で決議されない場合
の）欧州委員会の原提案の送付

- 閣僚理事会（各国の大臣会合）は３ヶ月

以内に議論しなくてはならない。もし結論
がでなければ欧州委員会の原提案が自
動的に採択される。→欧州委の案が採
択されることが普通、TAC等の意思に反

することも

抗議提案

-元来、TAC決議後1ヶ月間、抗議が唯一の意見表明の方法

（法的影響なし）。

- 裁判が提起された結果、 「拒否権」により権限強化。欧州
委員会に対する牽制。事実上の事前審査。

議論、投票結果
の送付

- 欧州委員会のみが提

案可

- 欧州委はTAC等の事

務局兼議長として機能

-２７の加盟国から技術
専門家が参加

-決議。特定多数決

欧州環境法制の意思決定 ②コミトロジー手続（法案成立後の詳細を詰める手続。も
ともと欧州委員会の権限が強く、欧州委員会のリードのもと加盟国の意見を聴いて
手続が進められることになっていたが、近時欧州議会の権限強化が図られた）
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③欧州規制の中での環境規制の特徴（加盟
国と欧州委員会の関係の難しさ）

→欧州委員会の規制権限と各国の規制権限が交錯する世界。そも
そも権力間の対立が起こりやすい構図。

• 規制の態様の差
– Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ（規則）： 欧州委員会一律の規制で各国の実施

法なし。例、 REACH
– Directive（指令）： 各国の立法が必要 例、 WEEE、RoHS、

EuP
• 法的根拠

– １７５条（環境保護目的での各国の上乗せを認める）： WEEE
– ９５条（域内市場調和目的のために原則として各国の上乗せを

認めない）： RoHS、EuP
• CA会議等における加盟国の政治的影響力。RIP3.8（成型品ガイ

ドライン）



17

RIP3.8ガイドラインを巡る争い

オーストリア、ベルギー、デンマーク、フ
ランス、ドイツ、スウェーデンが不賛成
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④「規制文化」の特異性

→あいまいな部分が残るまま対応を強いられることが少なくない。こ
のように行政裁量があることが規制当局との接触に限界のある
EU域外企業には不利。
– 「規制当局が規制内容を明らかにしない」

• 「ニューアプローチ」と呼ばれる考え方
• 技術進歩へ対応するため曖昧さをあえて残すという対応。
「WEEE、ROHSの付属書にある製品群は例示にすぎな
い」、「技術の内容は産業側が知っているのだから、制度の
外延は理解されているはずだ」

→日本の感覚からは企業活動の活力を奪うかに見える、過剰な規制
が存在。
– 「予防原則」

• 危なそうなものは規制をしてよいという考え方。科学とは離
れてしまっている（科学に対する懐疑的な見方といってもよ
いかもしれない）。REACH（化学品規制）、GMO（遺伝子組
換食品）などにも適用される考え方。例：ＲＥＡＣＨにおける
ナノパーティクル規制提案

• 我々が理解するよりも欧州での規制の考え方は厳しい
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産業界のガイドライン例
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2種類のガイドライン（産業界＋欧
州委員会）

• REACHについては2種類のガイドラインが存在。
• 産業界ガイドライン。ガイドラインが持つ政治的背景にも

注意
– 産業界と規制当局の関係はあまり良くない。特にRIP3.8のガイ

ドラインを巡る対立あり（調剤と成型品の区分。特に揉めたの
はプリンターのインクカードリッジ。結果調剤扱いとなったが、
化学物質と同様の扱いとなるため登録のための負担が必然的
に発生）。

– 業界内にも対立の可能性（上流ｖｓ下流）

• 業界による対応にも差
– 欧州電機電子業界（EICTA、CECED）としてはガイドライン作成

の動きなし。製品にも幅があり、まとまらない業界。
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政治状況の変化

• そもそも議会は左傾化の傾向
– 各国の利益誘導的政治活動に対するアンチテーゼ

– 党派的活動

• 議会と理事会権限の強化
– 欧州委員会の「機関訴訟」での敗訴 裁量権限の縮小

– 結果、コミトロジー手続の見直し

• 二極化の方向
– 議員立法は環境の世界には存在しない。新規提案は停
滞。

– 一方、すでに見直しがビルトインされているものについて
は規制強化の方向で見直し
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EU内での権力抗争

→本来技術的な議論であるべきものまでが政治化しており、最も対
応が難しい分野

• 欧州議会 対 欧州委員会

– 環境問題（ROHS）が権力抗争の道具に（議会はResolutionを
出し、裁判に勝訴）

– コミトロジー手続の効率性が損なわれる結果に

– コミトロジー手続の見直しによる議会の権限強化。「拒否権」を
持つに至る。

• 加盟国政府 対 欧州委員会

– 欧州委員会のガイドラインがあるにも関わらず加盟国の解釈
に差。裁判による解決を待つ他ない。

– TAC内での意見対立（特に北欧）

– 欧州委員会の提案に対する全般的疑念。
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欧州委員会のRoHS機関訴訟の敗訴

• 欧州委員会＋英国と欧州議会＋デンマーク＋ノルウェー間
の訴訟

• RoHSにおける臭素系難燃剤デカBDEの取り扱い（欧州委
員会は原則使用を認めた）についての判断の是非を問うも
の。

• 影響
– コミトロジー手続の改正を通じた欧州議会、理事会の権限強化

– 欧州委員会の裁量が限定的に。法的環境の不安定性。欧州委員会
と「握れない」状況に

– ELV改正への直接の影響（科学的検証のないままに鉛フリー化を前
提とする決定。挙証責任が転換されている）

– 産業界にとっては悪い方向
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欧州の政治状況

• 2009年に予想される政治空白（議会選挙、欧

州委員の交代）に向けた「駆け込み」の影響
をどう考えるか。 → スケジュールの不透明
感でるかも？

• 規制強化される分野とそうでない分野の二極
化（欧州議会の拒否権発動を梃子にした動
き）。RoHS訴訟における欧州委員会の敗訴

→ 環境規制強化に向けた政治プレッシャー
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企業競争の背景

• 規制の不透明さへの対応

– 政治的な不透明さ スケジュールの遅れ等

– 意図した不透明さ 予防原則、ニューアプローチ



続

• ディスクロージャー制度の積極的活用
– 背景にはNGO。消費者としての立場を活用

– REACH最終局面での情報提供義務導入

• 前広な情報開示とするか（高懸念物質の開示範囲）

– 改正RoHS、EuPにおけるラベリング義務導入の

動き
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続

• 政府の競争政策に対する態度（競争総局、環
境総局、企業総局）
– 環境総局： 環境保護が他の利益に勝る。技術開発にインセンティブを与え、競

争環境を整備することが必要。
– 競争総局（独禁当局）： 先に技術を開発した者に「先行者利益」を与えるべし。起

きる問題は、市場独占から生じる問題として解決すればよい。
– 企業総局： 異なる技術間での差別は避ける必要。例、液晶とプラズマ。
→ 企業総局の主張は弱い。

27



28

ケース１： RoHS適用除外申請

• プラズマテレビ（日本企業内）、六価クロム防錆薄板（米国対欧州）、光通信
部品（米国ベンチャー企業対日本企業）等での争い

• 産業界全体としての適用除外申請だが横並びにならない
• 技術開発が加速化する背景

– 日系企業の生真面目さ
– 市場からの要請（CSR）
– TACにおける適用除外申請の審査の遅れ。→市場投入出来ない逸失利益と技

術開発対応コストの考慮

• 産業界としてのロビー活動の難しさ
– 技術開発情報は企業秘密に属するものであり、産業界としての情報共有が難し

い。
– 結果として規制当局に「嘘をつく」ことになってはダメ。技術開発動向を正確に伝

達する必要あり。

• 規制当局の対応 環境保護重視、独占は一義的には問題とならない



ケース２： 執行レベルでの競争。RoHS、REACHへ
の対応

• ノキア等部品点数が少なくて、B2C製品で消費者関
心の高い企業の取組が先行

• NGO等のプレッシャーを踏まえた企業競争

• 企業に一定の裁量（リスク判断の余地）。

– 規制当局が判断しない領域を残す

– ルールの「出来が悪い」。ベストプラクティス、ロー
ドマップ対応

• 「事故」 結果責任かは不透明、事後対応もある程
度可能。その際の説明責任（一定の事後対応も可
能）

• 一方、規制当局の権限の不明確さ（欧州統一か、加
盟国毎か）
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ケース３： REACHの情報提供を

めぐる企業競争
• 対NGO： 情報提供対策。例えば、グリーンピースは既に照会の

雛形作成（問合せの際に規制当局にCCを入れるよう指導。
Reputationに影響）→法規制よりも先行した対応が必要となる可
能性有。特にB2C製品に関わる分野。

• 対競合他社： NGO対応での競争発生の可能性。SVHCの自主

的使用禁止、積極的な情報開示が先行する可能性有。
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参考： Greenpeace のSVHC含有照会のレター雛形
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ケース４： RoHS適用除外規定の

見直し
日系企業の関心

– Exemption No. 1-4  “Use of Mercury in Lamps”
– Exemption No.5  “Lead in Glass of CRT”
– Exemption No.7a-c  “Lead in Solders”

• 7a  Lead in high melting temperature type solders=
• 7c  Ceramics applied in electric and electronic 

equipments and parts
– Exemption No.13  “Lead and cadmium in optical 

and filter glass"”
– Exemption No.25  “Pbo in LCD, PDP and SED”



33

続

• 企業競争への対応
– 液晶のバックライト（LED化）、セラミクス部品等で

の争いが予想

– 欧米企業が先行。日本は遅れ。

– 先の適用除外策定のときの痛い経験を踏まえた
業界全体としての横並び確認

– ハイレベルのコミットメント 「中期目標」

– 素材メーカーの動きをいかにグリップできるか。

– 業界団体活動はワークしないかも
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結果と将来に起こりうること

• 規制のレベルを企業競争の結果が決める部
分が多くなる

• セットメーカーにとって苦しい結果

– 素材レベルでの代替性の判断

– 欧州委員会の裁量の狭さも影響

• 業界団体活動が成り立たなくなる恐れ

– 欧米産業も学び、事前調整を行う方向ではある
が

– リスク管理の難しさ。個社としての判断。
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続

• グローバルサプライチェーンへの伝播を通じEUはWTO
ドーハラウンドに持ち込めなかった「貿易と環境」の問題
をクリア。

• 外交としてサステイナブルな経済社会の世界的な拡大
を目指す「規制調和」の考え方をFTA交渉等を通じて各
国に要請 → 途上国を含めた世界中の国々が影響を
受ける可能性

• 2009年下半期の議会選挙結果、欧州委員の交代の影
響はあるが、欧州域内でも規制強化の流れは続くので
は。RoHS（適用除外の見直し、適用範囲の拡大等）、
REACH（禁止物質の追加）の見直しはこれからも続く。

• 企業競争をどうモニターするか。業界活動の一環として
工夫していくことができるか。
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